



〜夏淑琴 vs 展転社ほか 2名・東京地裁平成 27 年 3 月 20 日執行判決〜
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Ｂ 北京市中級人民法院の決定 (1991 年 5 月 28 日)
Ｃ 最高人民法院の司法解釈 (1995 年 6 月 26 日)
Ｄ 大連市中級人民法院の決定 (1994 年 11 月 5 日) (以上本号)
第二部 評釈 (以下次号)
1 民事訴訟法 118 条四号「相互の保証があること」の意味、要件
2 中国における日本判決の承認・執行と有権解釈、司法解釈、判例
3 B、C、Dおよび大阪高裁平成 15 年判決の分析
4 本判決の分析
5 おわりに
産大法学 49巻 1・2 号 (2015. 10)
147(196)
はじめに



















A 東京地裁平成 27 年 3 月 20 日判決
平成 27 年 3 月 20 日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 塩見昌弘
平成 24 年 (ワ) 第 6690 号 執行判決請求事件










蘇省南京市玄武区人民法院 (2003) 玄民一初字第 1049 号事件につき，









国江蘇省南京市玄武区人民法院 (2003) 玄民一初字第 1049 号事件にお






( 1 ) 当事者
ア 原告は，中華人民共和国国籍で同国に居住する女性である。
イ 亡松村は，「『南京虐殺』への大疑問」と題する書籍 (以下「本件書


























命ずる旨の判決 (本件外国判決) をした (甲 1。本件訴訟は①につい
て執行判決を求めるものである。)。
エ 本件外国判決は，平成 19 年 5 月 26 日に亡松村に，同月 29 日に被
告会社にそれぞれ送達され，同年 6月 29 日，確定した (甲 2，3)。
2 争点及び争点に関する当事者の主張














































































( 3 ) 本件外国訴訟において必要な呼出しがあったか (争点 (3))
【原告の主張】




















































( 5 ) 日本と中華人民共和国との間に相互の保証があるか (争点 (5))
【原告の主張】
最高裁昭和 58 年 6 月 7 日第三小法廷判決・民集 37 巻 5 号 611頁 (以
下「昭和 58 年判例」という。) 及び最高裁平成 10 年 4 月 28 日第三小法
廷判決・民集 52 巻 3 号 853 頁 (以下「平成 10 年判例」という。) は，
















理由に中華人民共和国の判決を承認しないことは民訴法 118 条 4 号や最
155(188)
高裁判例の趣旨に反することになる。
大阪高等裁判所平成 15 年 4 月 9 日判決 (平成 14 年 (ネ) 第 2481 号























( 6 ) 本件外国判決は執行力を失っているか (争点 (6))
【被告らの主張】
平成 19 年改正前の中華人民共和国民事訴訟法 219 条によれば，執行
申立期間は 1年，同改正後同法 215 条によれば，執行申立期間は 2年と
156 (187)
されている。本件外国判決は，平成 19 年 6 月 29 目に確定したところ，






















12 年であるが，本件外国訴訟が提起されたのは平成 18 年であるから，
訴訟時効の期間が経過している。
また，本件外国判決は平成 19 年 6 月 29 日に確定したところ，原告が

















( 1 ) 中華人民共和国は，社会主義制度を採用しており (中国憲法 1条)，
国家権力を掌握する主体である人民が国家権力を行使する機関として，
全国人民代表大会及び地方各級人民代表大会が置かれ (同 2 条，57 条，
95 条)，全国人民代表大会及び地方各級人民代表大会は，全て民主的選
挙によって選出され，人民に対して責任を負い，人民の監督を受けるも






う趣旨があるとされる (乙 1 の 2)。) の下で地方の自主性，積極性を十
分に発揮させるという原則に従うものとされている (同 3 条)。(甲 7
(枝番を含む。以下，枝番があるものにつき同じ。))
( 2 ) 中華人民共和国人民法院は，国の裁判機関であり (中国憲法 123
158 (185)












る (中国憲法 128 条，組織法 16 条)。(甲 7，12)
( 3 ) 各級人民法院には裁判委員会が設置されており，同委員会は，裁
判の経験を総括し，重大事件又は難事件及びその他の裁判活動に関わる





行しなければならないとされている (甲 12，乙 1 の 4，11，12)。






















民事訴訟法 (平成 25 年 1 月 1 日改正後のもの) 282 条。なお，平成 3
年 4 月 9 日制定施行の民事訴訟法 268 条，平成 20 年 4 月 1 日施行の改






についての意見」318 条) (甲 6)。
( 6 ) 中華人民共和国と日本との間には，相互に裁判所の判決や決定の
承認及び執行を許可することを内容とする国際条約は締結されていない
(弁論の全趣旨)。





















イ 中華人民共和国最高人民法院は，平成 6 年 6 月 26 日，遼寧省
高級人民法院に対し，「1994」民外字第 72 号伺いに対する回答
(1994. 6. 26 最高人民法院関于我国人民法院応否承認和執行日本
国法院具有債権債務内容裁判的復函。以下「本件回答」という。)
をした。本件回答の内容は以下のとおりである (なお，甲 20 に




















ウ 遼寧大連市中級人民法院は，平成 6 年 11 月 5 日，本件回答を
受けて，本件五味申立てに対し，申立てに至る経緯を認定した上




















いる (甲 20，乙 5，11)。
( 9 ) 平成 26 年 1 月に我が国で発行された文献において，中華人民共和
国では，これまで互恵関係が存在することに基づいて外国判決を承認，
執行した事例は一件もないとされている (乙 14)。








2 争点 (5) (日本と中華人民共和国との間に相互の保証があるか) につ
いて
( 1 ) 民訴法 118 条 4 号所定の「相互の保証があること」とは，当該判
決等をした外国裁判所の属する国において，我が国の裁判所がしたこれ
と同種類の判決等が同条各号所定の条件と重要な点で異ならない条件の

























































































裁判長裁判官 岡 崎 克 彦
裁判官 有 田 浩 規
裁判官 藤 野 真歩子
別紙
当 事 者 目 録
中華人民共和国江蘇省南京市○○○
原 告 夏 淑 琴







東京都文京区本郷一丁目 28番 36 号鳳明ビル 301 号
被 告 株 式 会 社 展 転 社
同 代 表 者 代 表 取 締 役 藤 本 隆 之
上記 3名訴訟代理人弁護士 髙 池 勝 彦
ほか 17 名
B 日本裁判所がした中国人夫婦の離婚和解調書が中国で承認されたケース (北京









Xと Yは 1974 年 11 月に結婚し，1975 年 2 月に長女が生まれ，1980 年





かった。Yは 1990 年 12 月に同地裁に再度離婚の訴えを起こし，同地裁
は受理後に和解を勧告した。1991 年 2 月 27 日に「X と Y は離婚する，



















事訴訟法 267，268 条によりこれを承認すべきであるから，当院は 1991 年
5 月 28 日次のとおり決定をする：
｢大阪地方裁判所の Xと Y間の 1990 年 275 号和解調書〔調解協議書〕は，
中国内において法律上の効力を有する」
(出典：『人民法院案例選』人民法院出版社 1992 年総第 2期 95頁，司法部
『国際私法案例選編』法律出版社 1996 年 146頁)
























版社 1999 年 437頁)
D 日本公民五味晃による中国法院への日本判決の承認執行の申請 (大連市中級人




































よって，当院は 1994 年 11 月 5 日，次のとおりの最終決定をする。
申請人五味晃の請求を却下する。
事件受理費用 200元は，申請人の負担とする。
(出典：最高人民法院公報 1996 年第 1期 29頁)
注
( 1 ) 産経新聞・平成 27 年 3 月 21 日「日中間の判決、相互保証なし」
( 2 ) http : //www.tendensha.co.jp/saiban/270320hanketsu.pdf
本判決の概略は、国際商事法務 2015 年 8 月号 1228頁「中国案例百選」参
照。
( 3 ) 出典の原文は、〔李庚、丁映秋申請承認日本国法院作出的離婚協議案〕。
170 (173)
( 4 ) 離婚の訴えは、日本の家事審判法 (旧) 17 条で調停前置になっており、
いきなり訴えを起こすことはできないので、大阪地裁はこれを不受理とした
もの。
( 5 ) 旧家事審判法 15 条の 7、25 条の 2、家事審判規則 143 条の 9〜12 の「金
銭の寄託」制度を利用したと思われる。




( 7 ) 原文は、《日本公民五味晃申請中国法院承認和執行日本法院判決案》。和訳
は、粟津「日本の判決が、中国の人民法院で承認されなかった事件」国際商
事法務 1997 年 3 月号 275頁。
171(172)
